
【 歳入 】

【 歳出 】

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

障害者福祉事業 574,369 241,198 149,111 7,183 28,347 148,530

高齢者福祉事業 10,150 669 2,275 1,155 6,051

児童福祉事業 433,018 190,140 83,488 14,300 82,858 9,974 52,258

高齢者医療事業 481 77 404

その他 34,548 957 607 5,287 27,697

小　　　計 1,052,566 432,295 233,268 14,300 92,923 44,840 234,940

予防事業 30,244 320 4,796 25,128

保健事業 40,195 654 1,143 6,154 32,244

母子保健事業 10,596 869 456 65 1,475 7,731

健康づくり事業 320 51 269

その他 345,133 17,160 296 2,000 1,292 51,987 272,398

小　　　計 426,488 19,003 1,895 2,000 1,357 64,463 337,770

国民健康保険事業（繰出金） 140,262 16,204 54,714 11,113 58,231

介護保険事業（繰出金） 319,842 11,069 5,534 48,598 254,641

後期高齢者医療事業（繰出金） 245,689 38,072 33,273 174,344

小　　　計 705,793 27,273 98,320 0 0 92,984 487,216

2,184,847 478,571 333,483 16,300 94,280 202,287 1,059,926

※　地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の割合に応じて按分して充当している。
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【令和５年度決算資料】

地方消費税交付金（社会保障財源化）が充てられる社会保障施策に要する経費

　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、

社会保障施策に要する経費に充てることとされております。

　令和５年度富士川町一般会計決算における社会保障施策経費への充当状況は、下記のとおりです。

２０２，２８７千円

２，１８４，８４７千円

地方消費税交付金（社会保障財源化分）

財　　　　　源　　　　　内　　　　　訳

令和５年度決算額

国庫支出金 県支出金 地方債 その他


